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2025年 1月 10日 

各位 

会社名 ダ イ ト 株 式 会 社 
代表者名 代表取締役社⾧兼 CEO  松 森 浩 士 

(コード : 4577 東証プライム市場) 
問合せ先 CFO(最高財務責任者) 大津賀 健 史 

(TEL  076-421-5665) 
 
 

完全子会社の吸収合併(簡易合併・略式合併)に関するお知らせ 

 
ダイト株式会社(以下「当社」)は、2025年 1月 10日開催の取締役会にて、2025年 6月 1日を効
力発生日(予定)として、当社の完全子会社である大和薬品工業株式会社(以下「大和薬品工業」)を
吸収合併すること(以下「本吸収合併」)を決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたしま
す。 

なお、本吸収合併は完全子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部
省略しています。 
 

1. 本吸収合併の目的 

当社は、2025年 5月期から 2027年 5月期までの 3ヵ年を対象とする中期経営計画「DTP2027」
にて、事業戦略の 5つの柱の 1つに「既存ビジネスの効率化」を掲げ、その取り組みの 1つと
して、当社と大和薬品工業の連携の強化、「ONE Daito」の文化の醸成について検討をして参り
ました。 

大和薬品工業は、当社と同じ富山市内で、当社及び外部のお客様向けに医療用医薬品の原薬
の製造業務を行っておりますが、吸収合併によって 2つの組織の隔たりを無くすことで、今後、
当社の強みである「原薬から製剤までの一貫生産」をより高品質かつ効率的に行い、より確実
に安定供給の責任を果たしていくことを目的としております。 

 

2. 本吸収合併の要旨 

(1) 本吸収合併の日程 
 

取締役会決議日 2025年 1月 10日 

吸収合併契約締結日 2025年 1月 10日 

合併予定日(効力発生日) 2025年 6月 1日 

 
本吸収合併は、当社においては会社法第 796条第 2項に規定する簡易吸収合併であり、大和
薬品工業においては会社法第 784条第 1項に規定する略式吸収合併であるため、いずれも株主
総会の承認決議を経ずに行う予定です。 

 
(2) 本吸収合併の方式 

当社を吸収合併存続会社、大和薬品工業を吸収合併消滅会社とする吸収合併です。 
 

(3) 本吸収合併に係る割当ての内容 

大和薬品工業は当社の完全子会社であるため、本吸収合併による株式その他金銭等の割当て
はありません。  



 

2 
 

(4) 本吸収合併に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取り扱い 

該当事項はありません。 
 

3. 本吸収合併の当事会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

(1) 名称 ダイト株式会社 大和薬品工業株式会社 

(2) 所在地 富山県富山市八日町 326番地 富山県富山市下奥井二丁目 3番 5

号 

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役社⾧兼 CEO 松森浩士 代表取締役社⾧ 城戸 清隆 

(4) 事業内容 医薬品原薬及び製剤の製造販売

及び仕入販売、製造受託、並びに

健康食品他の販売 

医薬品原薬及び中間体の製造 

(5) 資本金 7,186百万円 98百万円 

(6) 設立年月日 1942年 6月 30日 1956年 3月 30日 

(7) 発行済株式数 15,348,440 278,000 

(8) 決算期 5月 31日 5月 31日 

(9) 大株主及び持株比

率(2024年 11月 30

日現在) 

 日本マスタートラスト信託銀行

株式会社(信託口) ······· 14.28% 

 株式会社日本カストディ銀行

(信託口) ·····················8.81% 

 PERSHING-DIV. OF DLJ SECS. 
CORP ·························7.78% 

 株式会社オオツガ ········2.61% 

 笹山眞治郎 ·················2.26% 

ダイト株式会社 100% 

(10) 直前事業年度の財政状態及び経営成績 

決算期 2024年 5月期(連結) 2024年 5月期(単体) 

純資産 50,971百万円 4,790百万円 

総資産 70,552百万円 6,538百万円 

1株当たり純資産 3,405円 17,231円 

売上高 46,895百万円 7,918百万円 

営業利益 3,894百万円 552百万円 

経常利益 3,923百万円 546百万円 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 

3,295百万円 403百万円 

1 株当たり当期純利

益 

210円 1,448円 

 

4. 本吸収合併後の状況 

本吸収合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期
の変更はありません。  
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5. 今後の見通し 

本吸収合併は、当社の完全子会社との吸収合併であるため、当社連結業績への影響は軽微で
す。 

 

以上 


